
１
１
月
２
日
に
「
第
７
２
回

京
都
市
都
市
計
画
審
議
会
」
が

京
都
経
済
セ
ン
タ
ー
で
開
催
さ

れ
、
２
件
の
議
案
と
、
３
件
の

報
告
案
件
が
あ
り
ま
し
た
。
私

は
、
高
さ
規
制
を
緩
和
す
る

「
地
域
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

と
特
例
制
度
の
活
用
」
に
つ
い

て
質
疑
し
ま
し
た
。

長
年
の
ま
ち
づ
く
り
の
運
動

の
成
果
と
し
て
高
さ
規
制
が
行

わ
れ
「
京
都
の
景
観
の
守
る
べ

き
骨
子
の
堅
持
」
さ
れ
て
き
ま

し
た
。

こ
れ
ま
で
、
学
校
や
病
院
な

ど
の
公
共
施
設
が
対
象
だ
っ
た

「
特
例
許
可
」
の
規
制
を
緩
和

す
る
も
の
で
す
。
高
さ
規
制
の

特
例
許
可
の
対
象
に
「
ま
ち
づ

く
り
に
貢
献
す
る
建
築
物
」
と

い
う
、
あ
い
ま
い
な
規
定
を
追

加
す
る
も
の
で
す
。

規
定
上
、
市
が
定
め
る
手
続

き
と
審
査
を
経
れ
ば
、
市
内
全

域
で
規
制
を
超
え
る
建
物
が
建

て
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

何
の
た
め
の
高
さ
規
制
だ
っ

た
の
か
と
言
わ
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。
「
京
都
の
景
観
」
に

逆
行
す
る
も
の
で
す
。
１
１
月

２
５
日
ま
で
市
民
意
見
募
集
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。
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Ｎ
Ｏ
、
２
３
８

９
月
市
会
で
、
継
続
審
議
と

な
っ
た
、
行
財
政
審
議
会
の
先

取
り
で
あ
る
「
市
民
税
独
自
減

免
の
廃
止
」
が
１
１
月
９
日
の

総
務
消
防
委
員
会
で
審
議
さ
れ

質
疑
し
ま
し
た
。

京
都
市
独
自
減
免
の
減
免
対

象
所
得
は
４
人
家
族
で
年
所
得

１
７
２
万
円
、
月
に
し
て
１
４

万
３
千
円
か
ら
、
年
所
得
１
６

１
万
円
、
月
１
３
万
４
千
円
に

引
き
下
げ
る
も
の
で
す
。

夫
婦
２
人
、
中
学
生
・
小
学

生
の
子
供
２
人
、
４
人
家
族
の

生
活
保
護
基
準
は
、
月
２
３
万

円
余
り
、
年
間
に
す
る
と
２
８

０
万
円
ほ
ど
に
な
り
ま
す
。

生
活
保
護
基
準
か
ら
比
べ
て

も
、
は
る
か
に
低
い
所
得
の
市

民
に
市
民
税
の
均
等
割
り
、
年

５
６
０
０
円
の
負
担
を
求
め
る

も
の
で
す
。

「
市
税
減
免
条
例
」
が
廃
止

さ
れ
る
と
、
約
５
万
人
の
低
所

得
者
に
対
し
、
新
た
に
市
民
税

１
億
６
千
万
円
の
負
担
を
求
め

る
も
の
で
す
。

憲
法
２
５
条
で
は
、
「
す
べ

て
国
民
は
健
康
で
文
化
的
な
最

低
限
度
の
生
活
を
営
む
権
利
を

有
す
る
。
国
は
、
す
べ
て
の
生

活
部
面
に
つ
い
て
社
会
福
祉
、

社
会
保
障
及
び
公
衆
衛
生
の
向

上
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」

と
あ
り
ま
す
。

京
都
市
の
独
自
減
免
は
、
憲

法
２
５
条
を
活
か
し
た
優
れ
た

制
度
で
す
。

し
か
し
、
京
都
市
独
自
減
免

が
廃
止
さ
れ
る
と
、
市
民
税
均

等
割
り
が
課
税
さ
れ
る
だ
け
で

な
く
、
非
課
税
と
い
う
こ
と
で

受
け
れ
て
い
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス

が
受
け
れ
な
く
な
り
ま
す
。

障
害
者
日
常
生
活
用
具
や
、

国
民
健
康
保
険
高
額
療
養
費
の

自
己
負
担
限
度
額
、
介
護
保
険

施
設
・
居
宅
サ
ー
ビ
ス
の
利
用

料
金
、
高
校
進
学
・
就
学
支
援

金
給
付
な
ど
、
行
財
政
局
の
推

計
で
福
祉
関
連
の
生
活
支
援
の

５
７
事
業
で
４
５
，
５
１
２
人

に
１
３
億
１
千
万
円
余
り
の
負

担
と
な
り
ま
す
。

高
齢
者
や
障
害
者
に
と
っ
て

は
無
く
て
は
な
ら
な
い
制
度
で

す
。「

７
０
年
前
の
生
活
困
窮
者

救
済
対
策
で
あ
り
、
時
代
に
そ

ぐ
わ
な
い
。
他
都
市
に
は
無
い

特
異
な
制
度
。
税
の
公
平
性
の

観
点
か
ら
廃
止
せ
ざ
る
を
得
な

い
」
と
の
廃
止
理
由
に
は
ま
っ

た
く
道
理
は
あ
り
ま
せ
ん
。

特
異
な
制
度
で
は
な
く
、
地

方
税
法
２
９
５
条
３
項
に
基
づ

く
制
度
で
す
。
合
法
な
制
度
だ

か
ら
、
現
在
、
所
得
割
失
格
者

減
免
に
よ
り
、
福
祉
施
策
に
お

い
て
、
国
か
ら
１
０
億
７
千
万

円
の
補
助
金
な
ど
が
交
付
さ
れ

て
い
ま
す
。

「
生
活
に
身
近
な
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
す
る
地
方
税
は
受
益
と

負
担
の
関
係
が
わ
か
り
や
す
く
、

町
内
会
費
的
な
性
格
が
あ
り
、

あ
ま
ね
く
公
平
に
負
担
し
て
い

た
だ
く
も
の
」
と
の
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。

税
金
と
は
、
支
払
え
る
能
力

の
あ
る
人
か
ら
応
分
の
負
担
を

求
め
、
税
を
支
払
う
資
力
の
な

い
人
も
含
め
て
住
民
に
必
要
な

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
を

可
能
に
す
る
も
の
で
す
。

私
的
に
は
な
し
え
な
い
公
共

サ
ー
ビ
ス
、
あ
る
い
は
市
場
で

提
供
で
き
る
も
の
で
あ
る
が
市

場
か
ら
購
入
す
る
資
金
の
な
い

住
民
に
も
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す

る
た
め
の
資
金
と
し
て
国
や
地

方
公
共
団
体
が
強
制
的
に
課
す

も
の
で
、
元
々
対
価
性
は
無
い

こ
と
を
指
摘
し
、
累
進
課
税
の

強
化
な
ど
を
求
め
ま
し
た
。

今
回
の
条
例
改
正
で
は
、
資

本
金
３
億
円
以
上
の
企
業
の
法

人
市
民
税
の
超
過
課
税
の
延
長

の
議
案
も
あ
り
ま
す
。

超
過
課
税
の
延
長
は
必
要
で

す
が
、
限
度
額
ま
で
超
過
す
る

も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
限
度

額
い
っ
ぱ
い
ま
で
法
人
市
民
税

を
課
税
す
れ
ば
４
．
１
億
円
の

税
収
が
見
込
め
ま
す
。

年
所
得
７
０
０
万
円
以
上
の

層
に
、
三
位
一
体
改
革
以
前
の

税
率
１
３
％
を
適
応
す
れ
ば
９

８
億
円
の
税
収
が
得
ら
れ
ま
す
。

税
制
度
の
あ
り
よ
う
そ
の
も

の
の
見
直
し
こ
そ
必
要
だ
と
指

摘
し
ま
し
た
。


